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１ 評価の目的 
 大学評価・学位授与機構（以下「機構」）が実施する評
価は，大学及び大学共同利用機関（以下「大学等」）が競
争的環境の中で個性が輝く機関として一層発展するよう，
大学等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に評価す
ることにより，①その教育研究活動等の改善に役立てる
とともに，②評価結果を社会に公表することにより，公
共的機関としての大学等の諸活動について，広く国民の
理解と支持が得られるよう支援・促進していくことを目
的としている。 
 

２ 評価の区分 
 機構の実施する評価は，平成 14 年度中の着手までを
試行的実施期間としており，今回報告する平成 13 年度
着手分については，以下の 3 区分で，記載のテーマ及び
分野で実施した。 
 ①全学テーマ別評価（教養教育（平成 12 年度着手継

続分），研究活動面における社会との連携及び協力） 
 ②分野別教育評価（法学系，教育学系，工学系） 
 ③分野別研究評価（法学系，教育学系，工学系） 
 

３ 目的及び目標に即した評価 
 機構の実施する評価は，大学等の個性や特色が十二分
に発揮できるよう，当該大学等が有する目的及び目標に
即して行うことを基本原則としている。そのため，大学
等の設置の趣旨，歴史や伝統，人的・物的条件，地理的
条件，将来計画などを考慮して，明確かつ具体的に目的
及び目標が整理されることを前提とした。 
 
 

○全学テーマ別評価「研究活動面における社会との

連携及び協力」について 
 
１ 評価の対象 
 本テーマでは，大学等が行っている社会貢献活動のう
ち，社会一般を対象として連携及び協力を意図して行わ
れている研究活動面での社会貢献について，全学的（全
機関的）組織で行われている活動及び全学的（全機関的）
な方針の下に部局等において行われている活動を対象と
した。 
 対象機関は，設置者（文部科学省）から要請のあった，
国立大学（短期大学を除く 99 大学）及び大学共同利用
機関（総合地球環境学研究所を除く 14 機関）とした。 
 

２ 評価の内容・方法 
 評価は，大学等の現在の活動状況について，過去 5 年
間の状況の分析を通じて，次の 3 つの評価項目により実
施した。 

① 研究活動面における社会との連携及び協力の取組 
② 取組の実績と効果 
③ 改善のための取組 

  

 
 
３ 評価のプロセス 
(1) 大学等においては，機構の示す要項に基づき自己

評価を行い，自己評価書（根拠となる資料・データ
を含む。）を平成 14 年 7 月末に機構に提出した。 

(2) 機構においては，専門委員会の下に，専門委員会
委員及び評価員による評価チームを編成し，自己評
価書の書面調査及びヒアリングの結果を踏まえて
評価を行い，その結果を専門委員会で取りまとめ，
大学評価委員会で平成 15 年 1 月末に評価結果を決
定した。 

(3) 機構は，評価結果に対する対象大学等の意見の申
立ての手続きを行った後，最終的に大学評価委員会
において平成 15 年 3 月末に評価結果を確定した。 

 

４ 本報告書の内容 
 「Ⅰ 対象機関の概要」，「Ⅱ 研究活動面における社
会との連携及び協力に関するとらえ方」及び「Ⅲ 研究
活動面における社会との連携及び協力に関する目的及び
目標」は，当該大学等から提出された自己評価書から転
載している。 
 
 「Ⅳ 評価項目ごとの評価結果」は，評価項目ごとに，
「目的及び目標の達成への貢献の状況」（「目的及び目標
で意図した実績や効果の状況」）として，活動等の状況と
判断根拠・理由等を記述し，当該評価項目全体の水準を
以下の 5 種類の「水準を分かりやすく示す記述」を用い
て示している。 
・十分に貢献している。 
・おおむね貢献しているが，改善の余地もある。 
・かなり貢献しているが，改善の必要がある。 
・ある程度貢献しているが，改善の必要が相当にある。 
・貢献しておらず，大幅な改善の必要がある。 
（「取組の実績と効果」の評価項目では，「貢献して」を
「挙がって」と，「余地もある」を「余地がある」と記述
している。） 
 なお，これらの水準は，当該大学等の設定した目的及
び目標に対するものであり，大学等間で相対比較するこ
とは意味を持たない。 

また，評価項目全体から見て特に重要な点を，「特に
優れた点及び改善を要する点等」として記述している。 
 
 「Ⅴ 評価結果の概要」は，評価の対象とした取組や
活動，評価に用いた観点，評価の内容及び当該評価項目
全体の水準等を示している。 
 
 「Ⅵ 意見の申立て及びその対応」は，評価結果に対
する意見の申立てがあった大学等について，その内容と
それへの対応を併せて示している。 
 
 「特記事項」は，各大学等において，自己評価を実施
した結果を踏まえて特記する事項がある場合に任意記述
を求めたものであり，当該大学等から提出された自己評
価書から転載している。 
 

５ 本報告書の公表 

 本報告書は，大学等及びその設置者に提供するととも

に，広く社会に公表している。 

 
 

○大学評価・学位授与機構が行う大学評価について 

◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価 ◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価 
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１ 機関名：秋田大学  
２ 所在地：秋田県秋田市  

３ 学部・研究科・附置研究所等の構成  
（学部）教育文化学部，医学部，工学資源学部 

（研究科）教育学研究科，医学研究科，工学資源学研

究科 

（附属施設等）附属図書館，地域共同研究センター，

サテライト・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー

（SVBL），附属病院，附属素材資源システム研究施設他 
４ 学生総数及び教員総数  
 ①学生総数 4,605 名（うち学部学生数 4,018 名） 

 ②教員総数  515 名 

５ 特徴 

（１）教育文化学部は平成 10 年 4 月に，それまでの教

育学部を改組して，基本的役割である教育界の人材養成

を果たしながら，地域の発展に貢献する役割と性格を鮮

明にした学部へ再編整備した。そのために教育文化学部

は，広く地域社会の発展を教育研究の中心に据えている。 
（２）医学部の創設には，県民からの地域医療の充実へ

の強い要望が背景にあった。創設以来，多数の本学卒業

生が本県の医療に従事しており，設立時の期待は大略達

成されつつある。創立 30 年を経過した医学部には今，

新たに，県民への最先端の医療の提供，地域に関係ある

疾患の予防や保健衛生上の問題点の解明と啓発，さらに

は，少子高齢化社会における医学的対応などが期待され

ている。  
（３）工学資源学部は，明治 43 年に設立された秋田鉱

山専門学校から発展したもので，現在，資源系と工学系

の二つで構成されている。資源系の学術的蓄積は，21 世

紀の最重要課題である環境問題をはじめ，資源の有効利

用，リサイクル，新エネルギーの開発へと発展している。

また，工学系は，少子高齢化に対応して福祉，バリアフ

リーなどの新しい社会システムの構築や，高度情報化社

会に対応する基盤技術・応用技術の開発，新しいものづ

くりへの対処などの重要な課題を担当している。  
（４）秋田大学では，これらの 3 学部の縦糸に対し，全

学が一体となって参画する地域共同研究センター及び

SVBL を横糸として，連携を図っている。それぞれ共同

研究及びベンチャービジネスにつながる独創的な研究開

発を推進している。 

 

１ 「研究連携」に関するとらえ方 

（１）社会貢献の重要性 
 本学が位置する秋田県は，近年産業基盤の脆弱化，空

洞化，少子高齢化が急速に進行しており，産業構造転換

や産業の創出など数多くの課題が山積している。そのた

め，本学には地域社会の再生への支援が期待されている。 
（２）社会との連携と地域活性化 
 大学の持つ総合的高等教育機関・研究機関及び附属施

設等のハード面と教官等の学術的蓄積や知的財産等のソ

フト面を地域社会に開放し，地方自治体などの行政側と

連携を図りながら地域の産業・企業の支援，活性化に寄

与する。これらの活動を通じて県民の知的成熟を図ると

ともに，県民と共同で実践しながら新たな地域文化を創

造し，持続・発展可能な社会の構築のための支援を行う。 

（３）秋田大学の基本構想と社会貢献との関係 
 自然環境と人間環境が共生するゼロエミッション社会

や豊かでゆとりある生活環境の実現にむけて，各学部，

各専門分野の教官による研究が産官と連携をとりながら

推進されており，本学の基本構想の中心をなすテーマ「環

境と共生」と合致している。 
２ 取組や活動の現状 

 「社会と連携及び協力するための取組」 

（１）地域共同研究センター 
 本センターは，秋田大学と民間等の外部機関との共同

研究等を推進し，地域産業を活性化させる目的で，平成

5 年に設置された。産官とのインターフェース機能を果

たすとともに，客員教授による先端研究に関するセミナ

ーや高度技術研修を行っている。地域産業並びに秋田県

との連携の活性化のために平成13年4月にリエゾン担当

の客員助教授を招聘，また，平成 14 年 2 月からは産学連

携コーディネーターを採用した。 
（２）SVBL 
 平成 12 年に設置された SVBL の中心課題は「希少元

素の資源リサイクルと高度素材設計」である。学内教官

及び大学院生各々約 20 名よりなる共同研究員は，プロ

ジェクトを立ち上げており，その研究成果の社会還元が

期待されている。特許の取得方法，起業化手法，産業経

済動向等をテーマとして，公開セミナーを開催し，特許，

ベンチャー起業等に関する学内意識の啓発に努めている。 
（３）共同研究，受託研究及び奨学寄附金の受け入れ 

Ⅰ 対象機関の概要 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 

  
Ⅱ 研究活動面における社会との連携及

び協力に関するとらえ方 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 
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 民間企業，公設試験研究機関，特殊法人等を対象機関

として，共同研究，受託研究及び受託研究員の受け入れ

を実施している。共同研究及び受託研究の実績は平成 9

年度以降，毎年増加し平成 13 年度にはそれぞれ 42 件及

び 24 件に達している。秋田県内の団体との共同研究及び

受託研究はそれぞれ約 40％である。奨学寄附金の受け入

れは，民間企業，特殊法人等から年間 800 件程度であり，

秋田県内からの奨学寄附金は全体のうち約 50％である。 

（４）研究情報の公開 
 研究情報は，広報誌「アプリーレ」をはじめ，研究者

総覧，地域共同研究センター概要，同センターニュース，

同セミナー講義録，SVBL 概要，SVBL 年報，学部研究

報告等，全学広報委員会，地域共同研究センター，SVBL
そして各学部による刊行物を通して学内の学生・教職員

や一般社会に広く公開されている。最近は，上記印刷物

に加えホームページ等情報ネットを利用した形態へと変

化しつつある。 
（５）地域産業や社会からの意見及びニーズの把握 
 学外者からの意見を直接採り入れるため，全学的及び

各部局毎に協議会等を設置している。また，地域企業の

ニーズを反映する試みとして，卒業論文及び修士論文の

テーマの公募を平成 13 年度より行っている。地域共同

研究センターでは，地域産業と連携を図り，意見を取り

入れるために，前述したリエゾン担当の客員助教授を招

聘し，また，産学連携コーディネーターを採用して，地

域社会におけるニーズの収集に努めている。 
（６）産学官連携促進のための協議会や研究会の設置 

教育文化学部では，秋田県内の初等中等教育について

現職教員の資質の向上を図るための秋田県教育委員会と

の連絡協議会を設立した。秋田県医師会と医学部は，秋

田県特有な医学的医療的問題点についての研究会を設立

し，自殺・毒キノコ中毒・輸血療法・臓器再生医学等を

調査・検討している。工学資源学部産学官連携推進協議

会は，県内企業 100 社が結集し，学部の研究活動支援を

討議すると共に，大学からの研究成果公開報告を行って

いる。地域共同研究センターでは，秋田県内の産官を代

表する組織と連携して秋田科学技術協議会を設立した。 
（７）工学資源学部附属鉱業博物館 

資源・エネルギーに関わる鉱物，鉱石，鉱床等の標本 
数 16,000 件を有する鉱業博物館は，その資料を内外の

専門家，一般人に公開するとともに石や化石の鑑定及び

企画展を開催している。 
「研究成果の活用に関する取組」 

 
（１）科学技術相談 

地域共同研究センターを窓口として一般，民間企業等

から年間 70 件程度の科学技術相談を受け付けている。 
（２）国，地方公共団体，民間団体等の審議会，委員会

調査活動への協力 
 教育文化学部では年間 45 件の教育関係の審議会等に

委員として参加しており，その数は年々増加している。

医学部では，年間 70 件ほどあり，そのうち秋田県内の

委員会が占める割合は約 70％である。秋田県における地

域医療の発展と医療行政に貢献している。工学資源学部

では，年間 200 件程度の各種委員会への協力を行ってい

る。委員会等の内容は，資源系では金属鉱業事業団，国

際協力事業団（JICA）や外国機関等からの地質，自然災

害及び資源環境調査が多い。工学系では秋田県や東北地

方の工業技術センターや特殊法人からの産業技術や地域

振興に関する協力依頼が多い。 
（３）研究成果の特許化の促進並びに研究成果などの産

業界への技術移転 
SVBL が中心となり，特許取得の知識の習得に努めて

いる。特許申請に際しては，東北テクノアーチ（TLO）

や科学技術振興事業団（JST）に依頼することが多い。

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）や JST
等の大型資金を導入しての産学官連携協力及び技術移転

のうち主要なものには，秋田県地域結集型共同研究事業

（JST,「次世代大容量ストレージ技術の確立と脳医療技

術の革新」平成 12 年度～16 年度），秋田県創造的研究開

発奨励事業（「機能ゲノム研究のためのプロテオーム解析

法の開発」平成 13 年度）などが挙げられる。 
（４）臨床心理相談 

教育文化学部では，臨床心理の専門家が着任した平成

12 年度から臨床心理相談体制が整った。その後臨床心理

相談の件数が急増し，平成 13 年度では 52 件となっている。 
（５）教育委員会などとの研究協力 
 教育面において，国，地方公共団体，学校，民間団体

等での講演等を通して，教育文化学部では種々の研究協

力を行っている。近年「いじめ」や「学級崩壊」等が問

題になっていることなどから件数も増加傾向にある。
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１ 目的 
（１）教育文化分野からの社会貢献 

地域における教育・社会問題の解決に大学の知のポテ

ンシャルを活用する。  
（２）医学分野からの社会貢献 
 地域住民が豊かで健康に生活できるような社会の構築

にむけて医学の分野から貢献する。 
（３）資源・工学分野からの社会貢献 
 産学官の連携を推進するとともに地域産業の振興や新

産業の創出に貢献する。 
（４）情報の公開と社会ニーズからのフィードバック 
 教官の専門分野，研究テーマや研究成果等を，地域社

会や産業界に向けて発信・公開するとともに，社会や地

域ニーズを的確に把握し，そのマッチングを図る。 
（５）大学の産官とのインターフェース機能の強化 
 産官と連携を図るため大学のインターフェースとして

の地域共同研究センター及びSVBLの組織と設備を整備

し，連携機能の強化を図る。 
（６）知的財産の形成とその社会への還元 
 学術論文と並ぶ研究成果である特許や意匠の取得を推

進し，これらの成果の技術移転を図る。また，大型プロ

ジェクトの立ち上げに努め，研究成果の社会への還元を

図る。 
２ 目標 

１）教育・社会問題の解決 
 「いじめ」や「不登校」等の教育問題及び「少子高齢

化」や「過疎化」等の社会問題に対し，地域の教育機関

と連携してその解決を模索できるような具体的な活動を

設定する。 
２）地域医療の支援 
 「自殺」，「高血圧・脳卒中・心臓病」や「毒キノコ

中毒」等の地域医療問題をはじめ「輸血療法」及び「臓

器再生医学」等について，医学，医療，保健，福祉等の

観点から自治体及び地域医療機関と連携して取り組む。 
３）共同研究や受託研究等の推進 
 民間企業や試験研究機関等との共同研究，受託研究及

び受託研究員の受け入れによる「資源環境保全」に努め，

地域産業のレベル向上に資するとともに「地域産業活性

化」に寄与する。 
４―１）研究活動の公開 

 研究者総覧，広報誌及び地域共同研究センターニュー

スを通して各教官の活動やシーズを積極的に示すととも

に，学部研究報告により，最新の研究成果を発信する。

また，研究成果のデータベース化やソフトウエア等の研

究成果を提供する。 
４―２）学識経験者としての協力 
 上記の１）から３）に関する研究成果を基に，国際機

関，国，地方公共団体，民間団体等の審議会，委員会，

調査活動等に積極的に協力する。 
４－３）ニーズの把握 
 技術相談においては，産官はじめ一般市民からの質問

や相談にも適切に対応する。また，産学連携コーディネ

ーターが企業を訪問調査し，課題を収集する。さらに企

業等から卒論・修論のテーマを公募し，直接的にニーズ

を把握する。これらを研究活動にフィードバックするこ

とによって，大学の研究機能を活性化する。 
５）地域共同研究センター及び SVBL の機能の整備 
 産官との連携を図るために設置されている地域共同研

究センターやSVBLの研究設備等のハード面を充実させ，

先端的研究を推進する。また，民間企業や公設試験研究

機関の研究者を含めた産学官協議会や個別研究会を組織

し，ソフト面からの産学官連携機能やコーディネーショ

ン機能を充実する。 
６－１）特許出願の増加と技術移転 
 特許出願に係わる知識の習得に努めるとともに，TLO
や科学技術振興財団等を積極的活用し，その商品化・事

業化に寄与する。 
６－２）産学官連携による研究プロジェクトの企画 
 国際的視点や地域連携を図る高度な研究水準の大型研

究プロジェクトを推進し，地域産業の活性化に貢献する。 
 

Ⅲ 研究活動面における社会との連携及び協力に関する目的及び目標 
※ 大学等から提出された自己評価書から転載 
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１．研究活動面における社会との連携及び協力

の取組 
 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 

民間・外部機関との共同研究を推進するための地域共

同研究センター及び独創的且つ応用的な研究開発の推進，

起業家精神に富んだ人材の育成，新産業に対応した起業

サポート等を目的としたサテライト・ベンチャー・ビジ

ネス・ラボラトリー（SVBL）では，その運営や事業計

画などについて審議する機関としてそれぞれ運営委員会

が設置されている。地域共同研究センターでは地域産業

との連携強化のため，活動の推進方策等のためのリエゾ

ン担当の客員助教授や産学連携コーディネーターの受入

が行われている。また工学資源学部では「工学資源学部

産学官連携推進協議会」を通して研究成果の活用を推進

しており，いずれも運営実施推進体制として相応である。 
平成 13 年度に設置された学術研究委員会には，副学

長及び部局長等が参画し，全学的な研究活動の社会還元，

大学が取組むべき活動の推進方策を審議･検討しており

相応である。 
共同研究，受託研究及び奨学寄附金の受け入れについ

ては，各部局の外部資金受入審議委員会がその適否を検

討しており，実施体制として相応である。 

医学部と秋田県医師会は，「秋田県に特有な医学的医療

的問題についての研究会」を設立し，自殺・毒キノコ中

毒等の調査・研究を行っている。工学資源学部では，国

際深海掘削計画への参加，資源・リサイクル問題等に関

して国内外の研究機関等と連携し取組んでいる。また，

日本素材物性学会で開催している国内・国際会議に参加

し情報交換を行っている。各部局ごとにその特色を生か

した地域社会等との連携が行われており，取組や活動の

地域性・国際性として優れている。 
ベラルーシ共和国の支援を目的とする日本ベラルーシ

友好協会（民間や秋田大学等で組織）では医学部が窓口

となって外国への医師の派遣や外国からの医師の受入れ

を行って研究活動を支援している。国際交流委員会では，

これらの外国人研究者の受入と研究者派遣に必要な経費

の補助を行っており，活動の国際性として優れている。 
工学資源学部では，金属鉱業事業団や国，地方公共団

体等からの地質及び自然災害に関する調査等の委託や委

員会委員としての要請に応じている。地域共同研究セン 

 
ターでは科学技術相談室を常設し産官をはじめ広く市民

からの質問・相談に対応している。また，県内４ブロッ

クの主要都市で科学技術相談室を適宜開設し相談に応じ

ている。さらに，後援している｢秋田県及び東北インテリ

ジェントコスモス構想推進協議会｣主催のフォーラムで

は，地域における産学官の連携推進に関わる大学の取組

例や研究成果等を紹介している。これらの取組は目的で

ある「資源・工学分野の社会貢献」の実現と目標である

「学識経験者としての協力」に貢献しており優れている。 
情報発信は全学広報委員会・地域共同研究センター等

が独自に行っており，広報誌「アプリーレ」，「研究者総

覧」，「地域共同研究センター概要」，「SVBL 年報」等担

当部局が発行しており，広報の体制等として相応である。 
地域共同研究センター及び工学資源学部が連携を図り，

地域企業活性化への一つのアプローチとして，秋田県内

の企業から卒業論文及び修士論文のテーマを公募し，平

成 14 年度は 11 社 18 テーマの応募の中から 10 社 16 件

のテーマが学術的な視点で決定され，卒業論文として研

究が開始されており優れている。 
教育文化学部では国，地方公共団体，学校，民間団体

での講演を行っているほか，近年の「いじめ」問題など

に対応すべく，教育委員会，学校などとの研究協力を行

い，また臨床心理相談室を設け，秋田地域の小・中・高

校等の現場での教育や精神問題に対する実践的取組を行

っており，活動内容として相応である。 
地域共同研究センターと研究協力室は，「特許の取得方

法」，「起業家方法」のセミナーを実施し，研究成果の特

許化や教官の知的財産化意識のレベルアップに取組んで

おり，活動内容として相応である。 
貢献の程度（水準） 

これらの評価結果を総合的に判断すると，取組は目的

及び目標の達成におおむね貢献しているが，改善の余地

もある。 
 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

工学資源学部では地球の変遷・構造の解明，新たなエ

ネルギー資源探査に向けた国際深海掘削計画(ODP)に参

加すると共に世界各地で生じている地震・火山災害の調

査・研究，防災対策，資源・リサイクル問題に国内外の

研究機関等と連携し取組んでいる点は特に優れている。

Ⅳ 評価項目ごとの評価結果 
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２．取組の実績と効果 

 

◇目的及び目標で意図した実績や効果の状況 

連携先の獲得及び企業研究者の技術向上を目的とした

各種のセミナーでは，平成 9 年度から平成 13 年度まで

の実績として，センターセミナー，産学活性化セミナー，

高度技術研修など毎年 20 回前後開催されており，年間

で 600 人から 1,500 人程度の参加者を得ている。また，

地域共同研究センターの教官や産学連携コーディネータ

ーは平成 13 年度に 18 企業，12 市町村へ，平成 14 年度

は 47 企業，14 市町村へ出向き，大学シーズの紹介やイ

ンタビューによるニーズの把握に努めた結果，共同研究

を前提とした技術相談や新規の共同研究を受けており，

連携活動の実績として相応である。 
工学資源学部附属鉱業博物館では年 2 回から 3 回，各

40 日間程度を目安に｢世界の橋｣や「やってきた風力エネ

ルギーの時代」等の企画展を催している。各企画展は平

均すると 2,300 人程度の入場者数がある。また，｢院内

銀山の人々｣や｢南極の自然・南極の隕石｣等の学術講演会

は年に１回から３回開催され，平均 70 人程度の参加者

を得ている。学術講演会後は，テーマに関係する科学技

術相談も受けており，連携活動の実績として相応である。 
共同研究や受託研究により商品化されたものとして，

民間企業，秋田県及び秋田大学との共同研究により開発

された「世界初の銀皮膜材」がある。また，製品や製造

法が新開発・改善されたものとして平成 9 年度から平成

13 年度で 40 件程度あり，取組の効果として優れている。 
教育文化学部における臨床心理相談の件数は，年度別

に見ると平成 10 年度 1 件，平成 11 年度 3 件，平成 12
年度 23 件，平成 13 年度 52 件と，「いじめ」，「不登校」，

「学級崩壊」などの教育問題の深刻化と共に平成 12 年

度から急増している。また，教育委員会等との研究協力

も平成 9 年度の 38 件から平成 13 年度には 116 件と 3
倍以上にもなっており連携活動の実績として優れている。 

科学技術相談の件数は平成9年度では48件であったが，

平成 13 年度には 79 件と年々増加している。相談内容と

しては，問題解決依頼及び基礎知識習得が過半を占め，

基礎知識習得については平成9年度17件の2倍以上とな

っており，いずれも連携活動の実績として優れている。 

共同研究の受入件数については平成 9 年度の 25 件か

ら平成 13 年度には 42 件，受入金額については平成 9 年

度の 31,077 千円から平成 13 年度は 52,764 千円と共に 

 
増加しており，連携先の獲得状況として優れている。 

受託研究については平成 9 年度の 17 件から平成 13 年

度は 24 件，奨学寄附金については平成 9 年度の 815 件

から平成 13 年度は 857 件と共に増加している。受託研

究員の受入れについては，平成 9 年度の 10 件から平成

13 年度は 6 件と減少傾向にある。いずれも連携先の獲得

状況としては相応である。 
治験管理センターで受託した開発治験については，平

成 9 年度 84 件に対し，平成 13 年度は 29 件と年々減少

しているが，経費に関しては平成 13 年度は 96,140 千円

と過去 5 年で最高の経費を確保している。市販後調査に

おいては，平成 9 年度 41 件 6,269 千円に対し平成 13 年

度は 49 件 96,140 千円と共に増加傾向にあり相応である。 
審議会･委員会への参加件数は，平成 9 年度の 265 件

から平成 13 年度の 346 件と増加傾向にあり，そのうち

秋田県内の審議会・委員会への参加は平成 10 年度以降

毎年 200 件を超えており，連携先の獲得状況としては相

応である。 
秋田大学関係者が取得した特許数は，毎年 10 件前後

となっている。また，特許出願中の件数は，平成 9 年度

の 9 件から平成 13 年度は 28 件と 3 倍以上に増加してお

り，大学が得た実績として優れている。 
研究成果を活用し，地域社会への貢献を目的として行

った産学官の連携プロジェクトには，秋田県や新エネル

ギー・産業総合開発機構（NEDO），科学技術振興事業

団等の資金援助を基に大型研究プロジェクトが遂行され

ており，継続事業を含んだ年度ごとの件数を見ると平成

10 年度 6 件から年々増加し，平成 13 年度には 13 件と

倍増している。大型研究プロジェクトの内容は，秋田大

学に特徴的な資源・環境に関係するものに重きを置きな

がら，「組織特異的幹細胞を用いたヒト人工組織生産技術

の開発」などに見られるライフサイエンス分野にも広が

っており，大学が得た実績として優れている。 
実績や効果の程度（水準） 

これらの評価結果を総合的に判断すると，目的及び目

標で意図した実績や効果がおおむね挙がっているが，改

善の余地がある。 
 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

 ここでは，前述の評価結果から特に重要な点を，特に

優れた点，改善を要する点，問題点として記述すること

としていたが，該当するものがなかった。 

 



秋田大学 

- 7 - 

 

３．改善のための取組 

 

◇目的及び目標の達成への貢献の状況 

学長のもとに全学的な研究面の地域貢献を検討する

「学術研究委員会」，「秋田大学地域貢献推進連絡会議」，

研究の社会貢献を実施する「地域共同研究センター」，

「SVBL」，「各学部」，地域との連携を審議し地域のニー

ズや意見を反映させる「秋田大学運営諮問会議」，「地域

貢献推進協議会」及び各部局が主催する地域と連携する

組織，学内の問題を把握する「各実施組織の運営委員会」

が配置されており，これらにより学内外からの意見の把

握や問題点の改善策，対応策が検討されており，体制と

して優れている。 
地域共同研究センターでは「地域コンソーシアムの形

成」をめざして平成 11 年度より「産学振興連絡会議」

を月１度の割合で開催している。この連絡会議は秋田県

経済産業労働部，秋田県工業技術センター，財団法人日

本テクノマート（現在，（財）日本立地センター内テクノ

マート事業部）派遣の特許流通アドバイザー，あきた産

業振興機構職員，秋田県立大学リエゾン担当教職員との

連絡会議であり，各機関のイベント，補助金申請や特許

に関する最新情報の交換や産学連携に対する意見交換等

を行っており，取組状況や問題点を把握する体制や取組

として相応である。 
改善点の周知方法として，全学的な改善は主として運

営会議を始め，評議会，学術研究委員会で討議し，その

改善点を各部局に通知している。地域共同研究センター

に関わる改善点は，運営委員会で討議され，運営委員・

協力員を通して学内に周知されると共に，地域共同研究

センターニュースにより学外者にも周知している。学外

者へは「秋田大学地域貢献推進連絡会議」，「地域貢献推

進協議会」，「秋田科学技術協議会」，「工学資源学部産学

官連携推進協議会」，「秋田大学教育文化学部と秋田県教

育委員会との連絡協議会」，「特定機能病院医療連携推進

協議会」，「高度医療機能活用推進協議会」で周知されて

いる。また報道機関，ホームページを積極的に利用し，

あわせて大学で実施するセミナーや各種イベント，研究

会等で改善点の周知を図っており相応である。 
地域共同研究センターの科学技術相談や大型研究プロ

ジェクトの形成に関する振興連絡会議に関わる改善や問

題点は，各部局を代表する運営委員・協力員が周知する

と共に，地域共同研究センターニュースによって周知さ 

 
れる。医学部の治験は社会的倫理的問題もあるので，治

験管理センターで審議され，結果は医学部教官に周知徹

底されており相応である。 
秋田大学運営諮問会議から各部局に指摘された事項に

対し，SVBL の設立や秋田大学地域貢献推進連絡会議の

発足等，毎年改善を重ねている。また，各部局が行った

外部評価での指摘事項に対し，秋田大学教育文化学部と

秋田県教育委員会との連絡協議会の設置や企業からの卒

業論文等のテーマの募集による研究等が開始されており，

改善状況として相応である。 
貢献の程度（水準） 

これらの評価結果を総合的に判断すると，改善のため

の取組が目的及び目標の達成におおむね貢献しているが，

改善の余地もある。 
 

◇特に優れた点及び改善を要する点等 

 ここでは，前述の評価結果から特に重要な点を，特に

優れた点，特色ある取組，改善を要する点，問題点とし

て記述することとしていたが，該当するものがなかった。 
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１．研究活動面における社会との連携及び協力の取組 
 秋田大学においては，｢研究活動面における社会との連

携及び協力｣に関する取組や活動として，民間等との共同

研究，受託研究，奨学寄附金の受入れ，「秋田県に特有な

医学的医療的問題についての研究会」，「国際深海掘削計

画」，「日本ベラルーシ友好協会」等での活動，科学技術

相談，臨床心理相談，各種セミナー，研究成果の産業界

への技術移転，国，地方公共団体等の審議会，委員会調

査活動への協力などが行われている。 
評価は，取組や活動を運営・実施する体制，取組や活

動の推進方策とそれを検討する体制，社会や地域の意見

を反映する体制，取組や活動内容・実施方法，取組や活

動の地域性・国際性・公共性，広報の体制・範囲・方法，

大学が有する施設・設備の活用，連携（協力）先への配

慮，目的及び目標に関する大学内への周知・公表の各観

点に基づいて，取組や活動及びそれを実施するための体

制が，目的及び目標の達成に貢献するものとなっている

かについて行った。 
 これらの評価結果を総合的に判断すると，取組は目的

及び目標の達成におおむね貢献しているが，改善の余地

もある。 
 「特に優れた点及び改善を要する点等」としては，工

学資源学部では地球の変遷・構造の解明，新たなエネル

ギー資源探査に向けた国際深海掘削計画(ODP)に参加す

ると共に世界各地で生じている地震・火山災害の調査・

研究，防災対策，資源・リサイクル問題に国内外の研究

機関等と連携し取組んでいる点を，特に優れた点として

取り上げている。 
 
２．取組の実績と効果 
 評価は，連携活動の実績，連携先の獲得状況，連携先

が得た満足度，研究成果の活用の実績，連携先及び大学

が得た実績や効果の各観点に基づいて，当該大学での取

組や活動の成果から判断して，目的及び目標において意

図する実績や効果がどの程度挙がったかについて行った。 
 これらの評価結果を総合的に判断すると，目的及び目

標で意図した実績や効果がおおむね挙がっているが，改

善の余地がある。 
 「特に優れた点及び改善を要する点等」としては，該

当するものがなかった。 
 

 
３．改善のための取組 

評価は，取組状況や問題点を把握する体制，把握した

意見や問題点の改善状況，改善点の周知方法の各観点に

基づいて，｢研究活動面における社会との連携及び協力｣

に関する改善のための取組が適切に実施され，有効に改

善に結びついているかについて行った。 
 これらの評価結果を総合的に判断すると，改善のため

の取組が目的及び目標の達成におおむね貢献しているが，

改善の余地もある。 
 「特に優れた点及び改善を要する点等」としては，該

当するものがなかった。 
 
 

Ⅴ 評価結果の概要 
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１）改革基本構想との関連 
 秋田大学では平成 14 年に「秋田大学改革基本構想」

を策定した。改革のテーマは『「環境」と「共生」』であ

る。「研究活動面における社会との連携及び協力」に関し

ては，(1)産学官連携による共同研究の拡大，及び(2)地域

の再生と活性化へ貢献するための地域共同研究センター

の拡充，を改革の方向と定めている。過去 5 年間の各部

局の特徴を生かした取組はこの改革基本構想を先取りし

た形で進められてきた。また，学内外との連携組織体制

の整備や地域共同研究センターの取組は着実に効果を現

しつつある。今後，より一層の社会貢献を主要課題と考

えている。 
 
２）資源系研究分野の貢献 

工学資源学部が関わる資源系の社会貢献が突出してい

る。資源・エネルギーに関わる共同研究，調査研究依頼，

南極観測研究への貢献及び鉱業博物館所蔵資料の活用，

更にはSVBLの希少資源のリサイクルに関わる研究など，

資源系研究分野での地域社会との連携は特筆されるもの

であり，工学資源学部の歴史と学術的な蓄積の大きさが

伺える。 
 
３）地域医療への貢献 

医学部では，秋田県に特有な医学的医療問題―自殺，

毒キノコ中毒，輸血療法及び臓器再生医学等―に関し，

自治体及び地域医療機関と連携して取り組み，着実に成

果をあげてきている。国際的かつ先端的な学術研究を推

進する一方で地域医療への貢献に寄与している点が特筆

される。 
 
４）地域産業との連携 

地域共同研究センターは，研究者総覧を発刊するとと

もに，ホームページにより大学の研究成果の発信に努め

ている。また，地域企業の研究開発動向を調査し，工学

資源学部と連携を図り，研究テーマの収集を行って研究

成果の社会還元に努めている。地域共同研究センターの

活動は，地域社会との連携を強化し，地域産業の活性化

に大きく貢献するものであり特筆される。 
 
 

 
◇ 特記事項 

※ 大学等から提出された自己評価書から転載 


